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1．本論文の目的  
本稿は、初めにマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与の定義・概要、その実態を
概観し、その上でマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策として、現状の国際的
な規制動向と我が国の規制動向を確認し、それらの規制変遷内容も纏めている。また、我
が国の金融機関におけるマネー・ローンダリング規制の現状と課題の考察を行い、その考
察によって浮かび上がった論点の整理し、その解決策の一端を提言するものである。 
 
2．金融犯罪対策としてのマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規制
の厳格化 
2.1 マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与について 
2.1.1マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与の定義・概要 
マネー・ローンダリング対策は、近年、「単なる犯罪資金と金融システムとのつながりを
断つという狭義の用途から、国際社会の秩序や安定や国家安全保障にもかかわる、より広
範かつ政治と経済の融合したグローバルな問題への対応にも用いられるものなっている」
とされる1。そのような背景から金融機関の実務においては、マネー・ローンダリング対策
の重要性が増しているとともに、その対応の困難さが増していることも事実である。金融
機関は特に決済機能等の担っており、高い公共的な役割を有していることから、事業者の
中でもマネー・ローンダリング防止のための「アンチ・マネー・ローンダリング(AML：Anti 
Money Laundering)」対策を講じることが不可欠とされてきた。当該項目では、まず、マ
ネー・ローンダリングの定義や概要、その実態について概観していく。 
(ⅰ)  マネー・ローンダリング/テロ資金供与の定義・概要 
マネー・ローンダリング(Money Laundering：資金洗浄)とは、「汚れた資金、すなわち違
法な行為によって得られた資金の出所を隠し、きれいな資金、すなわち合法的な経済活動
の結果得られた収益に見せかけるプロセス」のこと2を一般的に指す3。 
マネー・ローンダリング防止のための対策を AMLと呼ぶが、規制対象は、当初は薬物犯
罪を中心に考えられていたが、組織犯罪や 2001 年 9 月 11 日の米国同時多発テロ以降は、
「テロ資金供与（CFT：Combating the Financing Terrorism）」対策も加えて、AML/CFT
という呼び方することが多い4。 
国際的なマネー・ローンダリングの定義としては、金融活動作業部会 FATF：Financial 
Action Task Force) が「①違法な資金源の隠蔽や偽装を目的として、あるいは犯罪に加担
した人物が法的責任を逃れるための支援を目的として、犯罪行為によって得られた財産で
あると知りながら、財産の転換や移管を行うこと」、「②当該財産の実態、出所、所在、処
分方法、移転、所有権について犯罪行為によって得た財産と知りながら、隠蔽もしくは偽
装すること」、「③財産の受領時に、犯罪行為、もしくは犯罪行為によって得た財産である
と知りながら、その財産を取得、所有、あるいは使用すること」と定義している5。 
マネー・ローンダリング/テロ資金供与防止対策の目的としては、資金面から犯罪組織、
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犯罪行為の撲滅を目指すことにある。組織的な犯罪行為には資金が必要だが、マネー・ロ
ーンダリング/テロ資金供与を放置すると犯罪組織が自由に使える資金を手にすることに
なる。また、犯罪組織が犯罪収益を合法的な経済活動に投入し、その支配力を及ぼすこと
で更に勢力、権力を拡大する恐れもあるため6、マネー・ローンダリング/テロ資金供与防止
は犯罪対策上の重要な課題となっている。マネー・ローンダリングのプロセスは、違法な
起源を偽装する目的で犯罪収益を処理することとされており、このプロセスは、次の 3 つ
に分類される。 
表１（マネー・ローンダリングの 3つのプロセス） 
プロセス 目的 
プ レ イ ス メ ン ト
(Placement) 
犯罪から得た収益を切り離すため、預金口座への入金・振込等によっ
て金融システムへ潜り込ませる。 
レ イ ヤ リ ン グ
(Layering) 
プレイスメントによって金融システムに侵入させた資金を複数の口座
や銀行間送金等を通じ、出所をあいまいにする。 
インテグレーション
(Integration) 
出所や証跡があいまいになった資金を経済活動に再投入する。 
 出所：グローバル・コンプライアンス研究会(2013)『体系グローバル・コンプライアンス・
リスクの現状 ―求められるわが国の対応指針―』きんざい 26頁を参考に作成 
 
マネー・ローンダリングとして具体的なケースとしては例えば、振り込め詐欺や麻薬の売
買資金を偽名や他人名義で開設した銀行口座に預け入れたり、詐欺や横領の犯人が騙し取
った金員を金融システムの取引を通じて転々と複数の口座に移動させたりして、出所を分
からなくする行為があると言われている7。また、マネー・ローンダリングを放置すると、
暴力団等の反社会的勢力やテロ組織等の資金源となりその活動を助長する可能性がある。 
 
(ⅱ)  マネー・ローンダリングとテロ資金供与対策の違い 
 国際犯罪組織に対応するためのマネー・ローンダリング対策とテロ資金供与対策は、同
時に議論されるが、基本的な相違点は資金の出所がどこからであるかが関係している。マ
ネー・ローンダリング対策が対象としているのは、収益源が違法な行為によって得られた
犯罪収益であるが、テロ資金供与対策が対象としているのは、違法に生み出されたものと
は限らないということである。つまり、マネー・ローンダリングの目的はその資金を合法
的に使えるようにすることであるのに対して、テロ資金供与は違法な政治的目的のために
その資金を使用するが、資金自体は違法に生み出されたものとは限らないということであ
る。このようなことが取引時確認や送金時等の制裁対象リストとの照合が重要視される理
由である。マネー・ローンダリングとテロ資金供与の違いは次のように比較することがで
きる。 
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表 2( マネー・ローンダリングとテロ資金供与の比較) 
 マネー・ローンダリング テロ資金供与 
動機 利益 イデオロギーに関するもの 
資金源 犯罪組織において内部で入手 自ら資金を供与するグループ内部で入手 
（犯罪活動を中心に集められる傾向にあ
る）後援者、資金調達者等外部から入手 
ルート 公式の金融システムが好まれる キャッシュ・クーリエあるいは、非公式
な金融システム、例えば、ハワラ、両替
所等 
発見のポ
イント 
顧客の財務状況または想定される
活動からみて不自然にみえる受け
入れ等、何らかの関係を示唆する、
疑わしい取引 
関係のなさそうな相手との電信送金等、
取引関係に結びつく、疑わしい関係 
取引金額 金額は大きく、報告の対象とならな
いように、小分けにされることが多
い 
金額は小さく通常、報告の対象とならな
い金額である 
金融活動 取引金額が複雑であり、シェル会
社、フロント会社、無記名株式、オ
フショアの銀行秘密ヘイブンなど
が関係する 
米国 9/11委員会によると、作戦の配備さ
れたテロリストを識別するための、実務
的な財政特性は把握されていない 
資金の流
れ 
循環的 
資金はそれを生み出した人物のと
ころへ戻る 
直線的 
生み出された資金は、テロリスト・グル
ープやテロ活動を広めるために使われる 
出所：James R. Richard(ACAMSスタディー・ガイド第 4版 72頁) 
 
(ⅲ)  我が国のマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与の動向 
「平成 26年度版警察白書8」によると、マネー・ローンダリング事犯の検挙状況として、平
成 25 年中で、282 件(前年比 33件増加)であり、暴力団構成員等によるものは 85件で、全
体の 30.1％を占めている。そのうち、組織的犯罪処罰法違反(272件)では暴力団構成員等に
よるものは約 27.5％、麻薬特例法(10 件)は暴力団構成員等によるものは 100％であり、や
はり、反社会的勢力が多くを占めている現状がある。また、平成 25年中に我が国に訪れた
外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は 21件となっている。 
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2.2 マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規制の概要 
2.2.1国際的なマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規制の動向 
国際的なマネー・ローンダリング規制の取組みは、国際条約や FATF、バーゼル銀行監督
委員会、保険監督者国際機構9等による国際的な標準化が進んでおり、その動向を把握する
ことが対策を検討する上でも大変重要である。 
(ⅰ)  マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規制の変遷 
1988 年に「麻薬及び向精神薬の不正取引の防止に関する国際連合条約」が採択され、麻
薬に関連したマネー・ローンダリング規制が実施されるようになる。1989 年には、アルシ
ュ・サミットにて、マネー・ローンダリング対策を国際的にマネー・ローンダリング対応
の枠組みを議論し検証する場として、金融活動作業部会(FATF)が設立された。1990年には
FATF は「40 の勧告」を公表した。その内容としては、各国にマネー・ローンダリングに
関する国内法制の整備、金融機関による顧客の本人確認および疑わしい取引の報告等を求
めたものであった。1995 年には、ハリファクス・サミットにて、薬物犯罪以外の重大犯罪
に関するマネー・ローンダリング対策を、薬物犯罪からそれ以外の重大犯罪にも拡大を行
った。2001 年の米国同時多発テロ発生以降、国際的なマネー・ローンダリング規制は厳格
化をしてくこととなる。FATFは対策に米国同時多発テロ発生を契機にテロ資金供与対策を
加えている。2012 年には、FATF の「40 の勧告」「9 の特別勧告」を改定して、新「40 の
勧告」に一本化されている。ここでは、大量破壊兵器拡散や、腐敗行為等の脅威にも対処
することになっている。 
 
表 3(国際的なマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規制の動向) 
日付 国際的な動向 
1988年 12月 「麻薬及び向精神薬の不正取引の防止に関する国際連合条約」(ウィーン
条約)(麻薬新条約)採択 
1989年 7月 アルシェ・サミット開催(フランス)・金融活動作業部会(FATF：Financial 
Action Task Force)設立 
1990年 4月 FATF マネー・ローンダリング対策に関する「40の勧告」提言 
1995年 6月 ハリファクス・サミット開催(カナダ)・薬物犯罪以外の重大犯罪に関する
マネー・ローンダリング対策を、薬物犯罪からそれ以外の重大犯罪に拡
大 
1996年 6月 FATF「40の勧告」改定・マネー・ローンダリング対策を、薬物犯罪から
それ以外の重大犯罪に拡大 
1998年 3月 バーミンガム・サミット開催(イギリス)先進国間で、マネー・ローンダリ
ング情報分析機関(Financial Intelligence Unit：FIU)の設置義務付け(日
本は 2000年 2月に、金融監督庁(現在の金融庁)のもとに「特定金融情報
室」を設置) 
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第 3号(2016)p.1-20 
 
 
6 
我が国の金融機関におけるマネー・ローンダリング規制の現状と課題 
 
2001年 10月 9.11 米国同時多発テロを契機に、テロリズムに対する資金供与の防止に
関する国際条約。同年、FATF臨時総会、テロ資金供与に関する「8の特
別勧告」 
2003年 6月 FATF「40の勧告」改訂非金融業者(不動産・貴金属・宝石等取扱業者等)、
職業的専門家(法律家・会計士等)に対して、疑わしい報告義務を課す 
2004年 10月 FATF「8 の特別勧告」を「9 の特別勧告」に改訂。国境を超える資金の
物理的移転を防止するため措置に関する項目を追加 
2008年 10月 FATF 第 3 次対日相互審査の結果公表。顧客管理に関する勧告５、他 9
項目について「不履行(NC)」との評価を受ける 
2012年 2月 FAFF「40の勧告」「9の特別勧告」を改訂して、一本化した新「40の勧
告」に改訂 
 
(ⅱ) ＦＡＴＦ 
マネー・ローンダリングのプロセスは、経済のグローバリゼーションの背景をもとに特
定の国や地域内にとどまらずに国境を越えて広がっている。違法な行為の犯罪化や法制度
等は国ごとに異なる可能性がある。マネー・ローンダリングは、法制度や金融システムの
国・地域における相違点を狙い、その脆弱性を有している国と地域の取引への侵入される
恐れがある。このように、それぞれの国が相違した対応をした場合に効果は小さく、極力
各国の整合性を踏まえたグローバル対応が必要と考えられるが、これに対応した国際的な
マネー・ローンダリング対応の枠組みを議論し検証する場が「金融活動作業部会(FATF)」10
である11。FATF は、各国が遵守するべき国際基準(FATF 勧告)を策定し、参加国における
勧告の遵守状況を監視するための相互審査を実施している。国際的なマネー・ローンダリ
ング規制議論の中心を担っているのが FATFであり、FATFの基準は、マネー・ローンダリ
ング対策等にあたってのいわばグローバルスタンダード（国際標準）である12。FATF勧告
は加盟国の合意に基づく行動指針であり、法的拘束力は有していないが、たとえば、国際
通貨基金(IMF)および世界銀行による金融部門評価プログラム(FSAP：Financial Sector 
Assessment Program)が作成する評価レポート(ROSCs：Repots on the Observance of 
Standards and Codes )の遵守規準等リストに FATF勧告が挙げられる等の国際的な基準13
として推進されている14。 
このようにマネー・ローンダリング規制は、FATFにおいての国際合意が実質的なグロー
バルスタンダードであるため、各金融機関において実務上マネー・ローンダリング対策を
検討するにあたっては、国内法の枠内での対応の他、実質的には国際的な規制動向も把握
しながら、対応を進めているのが実情であるが、その対応が異なることもありうる。 
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（ⅲ）米国のマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策規制の強化 
米国のマネー・ローンダリング規制や経済制裁はグローバル化をしており、米国主導で
世界の金融規制は厳格化する傾向にある。これは、米国の国家安全保障政策としての側面
を有しているからと考えられる15。当該項目では、近時の米国のマネー・ローンダリング、
テロ資金供与対策強化について確認していく。さらに経済制裁についても一部触れていく。 
米国では、マネー・ローンダリングを規制する主な法律としては、銀行秘密法16、マネー・
ローンダリング規制法17、米国愛国者法18がある19。まず 1970 年に銀行秘密法、1986 年に
はマネー・ローンダリング規制法が制定された。その後、2001 年に起きた米国同時多発テ
ロを契機に米国愛国者法が制定された。米国愛国者法の第 3章20では、これまでのマネー・
ローンダリング規制に加えて、外国銀行と取引のある米国銀行について規制強化するもの
であり、それによってテロ資金供与対策が強化されている21。米国愛国者法が制定されたこ
とを受け、さらに銀行秘密法が改正されており、その中では、マネー・ローンダリングの
監視、口座の本人確認、AMLプログラムの策定と実施、疑わしい取引の報告等が金融機関
に義務付けられた22。 
また、米国政府は、経済制裁措置として、米国内の外国企業の資金凍結、送金規制、資
本取引制限等を実施している。近年では金融機関に対して、経済制裁違反やマネー・ロー
ンダリング対応で巨額の制裁金を科すようになってきている23。 
米国財務省外国資産管理局(OFAC)は、米国の対外政策・安全保障に反する個人、組織、
国等に経済・貿易制裁を科す当局であり、資金凍結・送金規制・資本取引制限等を行う。 
OFAC での経済制裁の対象国は、ミャンマー、イラン、イラク、北朝鮮、スーダン、シリ
ア、ソマリア、リビア等である24。制裁対象行為としては、違法ダイアモンド取引、麻薬、
核不拡散、大量破壊兵器、テロリズム行為が挙げられている。OFAC 規制を遵守すべき対
象者としては、米国民と永住居住者、米企業とその子会社が対象である。金融機関は、対
象リストに含まれる国・組織・個人との資本取引等を回避し、資産を資金凍結する法的義
務が生じる。制裁対象との取引を行うには、OFAC の許認可が必要となり、報告義務が生
じる25。 
（ⅳ）規制監督における厳格化の潮流～米国を中心に～ 
米国は、近年、国内法を外国金融機関に適用して、巨額の制裁金(民事制裁金、和解金、
罰金、補償等を含む)26を科している27。金融市場がグローバル化する中で、特にグローバル
に展開する金融機関は、世界の時価総額約 41％、国債時価総額 29％を占める米国市場は重
要な拠点であり、さらに米ドルは依然として世界の基軸通貨の地位を保っている。米ドル
の売買シェア 44％(2014 年 4 月)であるが28、長期的にはほとんど変化がないと BIS のレポ
ートでも公表されている29。 
米国は、自らのルールに従わない場合、最悪のケースとしては、米国の法律に違反したと
して、米国での業務停止や米国金融機関との取引禁止等の措置が取られる。つまり、米国
の金融市場でのプレーヤーの地位を剥奪するというカードにして、米国内のルール(米国
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法)の事実上の域外適用を進めてきた30。 
米国では、外国税務コンプライアンス法(FATCA)、マネー・ローンダリング規制、ロン
ドン銀行間取引金利(LIBOR)の不正の摘発強化等、米国以外の国の金融機関に対する規制や
罰則が強化されている31。このような背景から、米国の金融規制の影響は、国際的にますま
す強まっており、米国内で活動する外国金融機関、我が国では特にメガバンク等の事業規
模が大きく、グローバル展開するような G-SIFIs は、グローバルな規制と米国の規制の両
方が影響している状況である32。 
米国による制裁の具体例としては、2014年に BNPパリバへの総額 89億ドルの制裁金が
課された例や、2012年に HSBCホールディングスへ総額 19億ドルの制裁金が課された例
がある。BNPパリバへの制裁金は、2004年から 2012年の間にスーダン、イラン、キュー
バと経済制裁国の個人と組織の為に 88億米ドル以上の違法な米ドル決済を、認識しつつ故
意に行ったものに対する制裁金を支払った例である。これは、国際緊急事態経済法(IEEPA)
と対敵通商法(TWEA)に違反したとして、刑事訴追を受け、司法取引に応じた例である。
HSBCホールディングスへの制裁金は、マネー・ローンダリング対策の不備(銀行秘密法違
反)とキューバ・イラン・リビア・スーダン・バミューダ諸島の顧客との違法取引(IEEPA、
TWEA違反)によって、起訴猶予合意(Deferred Prosecution Agreements：DPA)により、
司法省、財務省、FRB 等の米国政府当局に制裁金を支払った例である。これらの例からも
確認できるように巨額の制裁金が課されるリスクが顕在化しており、規制動向は注視が必
要である。 
 
2.2.2我が国のマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策・反社会的勢力対応の概要 
（ⅰ）我が国におけるマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与規制 
我が国のマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与規制は、国際的な取組みを反映す
る形で変遷してきた33。我が国の法律上の規制は、刑事的側面としては、組織的な犯罪に対
する刑の加重、犯罪収益の隠匿・収受の処罰及び犯罪収益の没収・追徴等が定められた、
組織犯罪処罰法がある。金融規制法的側面としては犯罪収益移転防止法により、金融機関
を含めた特定事業者に対し、顧客等に対する本人確認、本人確認記録の作成・保存、取引
記録の作成・保存ならびに疑わしい取引の届出が義務付けされている34。我が国は FATF第 3
次勧告にかかる相互審査において、対応不十分であるとの指摘がされ、2014年 6月 27日に
公表された FATFの我が国に対する声明も踏まえ、2014年 11月 27日に犯罪収益移転防止法
の改正が公布された。本法は、公布日から 2 年を超えない範囲内において施行されること
が決まっており、当該法改正対応を今後各金融機関が進めていくことになっている。 
 
（ⅱ）我が国における反社会的勢力対応の概要 
我が国の反社会的勢力対策の基本法は、暴力団対策法35が挙げられる。同法は、施行後、特
定危険指定暴力団等の指定、暴力的要求行為等の改正が平成 24年にもなされ、規制強化を
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実施してきた。我が国における反社会的勢力との関係遮断の姿勢としては、犯罪対策閣僚
会議幹事会の申し合わせとして、平成 19 年 6 月 19 日に「企業が反社会的勢力による被害
を防止するための指針」36（以下「政府指針」という）が公表されている。それに対する金
融機関向けの対応としては、金融庁から平成 20 年 3 月 26 日に監督指針が改正37されてお
り、その後暴力団との関係遮断の流れはさらに強化が図られた。すべての都道府県におい
て暴力団排除条例が施行され38、事業者の反社会的勢力への利益供与が禁じられたことも金
融機関における関係遮断の対応強化の原動力となった。さらに金融庁では平成 26年 6月 4
日に監督指針の改正39をし、金融機関へ向けて反社会的勢力対応態勢強化の充実を求めてい
る40。 
(ⅲ) マネー・ローンダリング対策と反社会的勢力対応の共通性 
金融庁は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策として一層の取組み強化を
図るという観点から、「「主要行等向けの総合的な監督指針」及び「金融検査マニュアル」
等の一部改正(案)」についてのパブリックコメントの結果41において、金融機関が犯罪収益
移転防止法に基づく取引時確認や疑わしい取引の届出を行うに当たっては、「企業が反社会
的勢力による被害を防止するための指針」(以下、「政府指針」という)の趣旨を踏まえ、反
社会的勢力との関係を遮断を念頭に置いて態勢を整備し、適正に実施する必要がある等と
しており、犯罪収益移転防止法に基づく対応と反社対応を一体として取組むということが
示されている。これは、金融機関実務においてのマネー・ローンダリングおよびテロ資金
供与対策と反社会的勢力対応の統一的な内部管理態勢構築が求められている。 
 
3．我が国の金融機関におけるマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策
の現状と課題 
我が国の金融機関実務としては、一元的な反社会的勢力対応、マネー・ローンダリング
対策が求められるとともに42、さらには加えて経済制裁対応も必要な状況である。これらに
ついてマネー・ローンダリング対策を中心に金融機関実務としての現状課題について検討
する。 
3.1金融機関におけるマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策の現状 
（ⅰ）我が国の金融機関における対応 
我が国の金融機関実務として反社会的勢力対応、マネー・ローンダリング対策について
は、本来リンケージした取り組みが求められるが、各業態・規模・業務範囲によって、各
金融機関の取り組み姿勢や経営陣の認識レベルに差が生じているのが現状と思われる。こ
の現状は平成 26年 7月の金融モニタリングレポートでも検証結果として公表されている43。 
経営陣が反社会的勢力対応に適切に関与することについては、金融機関による組織的か
つ継続的な対応が不可欠であるとして、平成 26年 6月 4日の監督指針の改正においても「取
締役等の経営陣が適切に関与し、組織として対応することとしているか」等の内容によっ
て明確化されていることや、さらに社会的な注目が高いもこともあり、内部管理態勢の構
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築の取組みが積極的に対応されていると考えられる。一方のマネー・ローンダリング対策
については、①金融機関及びその顧客に直接的な被害がない、②効果が見えにくい、③取
引対象が金融機関等にとって高収益であることが多い、④体系的に理解することが難しい
問題である等の主な理由から、積極的な対応のための動機付け難しい業務エリアとも指摘
されており44、このため我が国の金融機関においてマネー・ローンダリング対策は、反社会
的勢力対応や金融犯罪防止(振り込め詐欺等)の対応と切り離して検討されるケースも少な
くない。 
当然、金融機関は、マネー・ローンダリング対策の法律として、犯罪収益移転防止法や
外国為替及び外国貿易法等の法令上の対応が必要(リーガル・リスク)であるし、監督官庁
の規制リスクも踏まえ、態勢整備を進めることになる。その他、マネー・ローンダリング
対策については、海外に拠点を有している等のグローバル金融機関のみの問題ではなく、
国内の地方銀行等でもマネー・ローンダリング対策が不十分である場合、自社の信用が失
墜するリスク（風評リスク(レピテーショナル・リスク)）が生じる可能性を踏まえた対応
が必要である45。特に金融機関は、マネー・ローンダリング対策の取組み状況(コンプライ
アンス態勢の十分であるか)を金融監督や検査(水平レビューも含めて)を通じ、検証される
が、その場合も法令に明文規定として置かれている義務を履行しているだけでは十分では
なく、当局が公表するガイドラインや、業界団体策定の自主ルール等の遵守状況も配慮す
る必要があるし、海外のレギュレーションも含めて検討することを忘れてはならない。こ
のような金融当局の期待水準は常に変化するため、十分に注意する必要がある。この期待
水準に達しない場合、直接の法令違反がなくとも、行政処分等を受ける可能性もあること
をも踏まえなくてはならない。 
現在のマネー・ローンダリング対策の取組みについて、我が国の金融機関のマネー・ロ
ーンダリング対策強化をグローバルな目線で考えたとき、リスク・ベース・アプローチに
よるリスク評価に基づく各金融機関に自身の自発的な取り組みも当然重要であるが、我が
国においては予見可能性を高める規制対応としてハードローの規制対応強化もある程度必
要ではないかと考える。各金融機関の態勢整備の強化を促す方法として、我が国にどのよ
うな規制対応がとられるべきか検討する際には、顧客利便性や公平性の観点から、金融機
関のサービス対応に極端な差が生じることは好ましいことではないし、脆弱なマネー・ロ
ーンダリング対策の金融機関にリスクが集中することは望ましくはない。 
（ⅱ）複雑な実務対応を招く要因 
我が国の金融機関のマネー・ローンダリングの実務的対策において対応困難な状況が発
生する主な要因としては、「規制の複雑化46」と、その複雑さから生じる「体系的理解が困
難であること」と考えられる。それらは、①対象の多層化、②対応すべき法令等の国際化、
②政治的リスクの増加、というキーワードに集約されると指摘されている47。以下当該項目
の詳細を検討していく。 
第１に「対象の多層化」であるが、対象とする相手方が犯罪者のみならず、テロリスト、
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国際的な犯罪組織、特定国家にも拡大していることを示している。第２に「対応すべき法
令等の国際化」であるが、国内法のみの対応では十分ではなく、資金の移動や経済活動が
国を越えて広がっており、国際的な対応として米国や EU各国等の規制にも対応する必要が
ある。国際的に求められる規制対応と我が国の具体的な規制対応に関して、差異が生じて
いることもあるため、国内法のみではなく、国際的な規制対応も十分に注意する必要があ
る。第３「政治的リスクの増加」であるが、2001 年以降は、大量破壊兵器拡散防止や国家
安全保障政策の枠組み中で、制裁対象者・国・地域が決定され、マネー・ローンダリング
およびテロ資金供与対策の規制が経済的な意味のみならず、政治的な性質をもって進めら
れる傾向があり、急激な制度変更や強化が起きる可能性があり、法令等の規制情報の正確
な理解とタイムリーな対応が必要である。 
金融機関のマネー・ローンダリングの実務的対策はこのような背景があり、規制の複雑
化と対処すべき規制範囲が広範囲であることから、近年、対応が非常に難しい面がある。
さらに反社会的勢力対応、マネー・ローンダリング対策、経済制裁対応を一元的に考える
上でこれらの背景を踏まえたうえで、社内の態勢整備を進めることが必要と考える。 
我が国においては実効性のあるマネー・ローンダリング対策を講じるために FATF基準を
満たすことが求められるが、「マネー・ローンダリング対策等に関する懇談会」48の報告書
においても述べられているように、「FATF基準の実施という観点からみたとき、我が国にお
いては事業者等による実務上の取組は相当程度効果をあげている半面、これを義務付ける
我が国の法制度上の技術的表現と国際的に求められている規制の在り方との間に『ずれ』
が生じていることが問題であると考える。こうした問題意識を踏まえつつ、FATF 勧告の遵
守という国際的な要請に十分応えることが不可欠であることを考え合わせると、新たな制
度の構築に当たっては、国際基準と整合的なものとなるよう配慮されなければならない」
とされている部分からも各金融機関実務における対応の難しさを表している。 
（ⅲ）金融機関における内部統制システム構築について 
反社会的勢力対応において政府指針49は、ある程度以上の規模の株式会社の取締役は、善
管注意義務として、事業の規模、特性等に応じた法令等の遵守体制・リスク管理体制（い
わゆる内部統制システム）を構築し、運用する義務があると解されているとし、反社によ
る被害防止を業務の適正を確保するために必要な法令等遵守・リスク管理事項として、内
部統制システムに明確に位置づけることが必要である旨が示されている50。 
ただし、企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針に関する解説（以下「政
府指針解説」という）にも記載があるが、政府指針自体に法的拘束力はない51。なお、政府
指針の策定後、例えば取締役の善管注意義務の判断に際して、民事訴訟の場において、同
指針が参考にされることがあり得るとされている。つまり、企業が反社会的勢力排除の基
本原則を遵守せずに、内部統制システムに反社会的勢力との関係排除のシステムを構築し
ていなかったために被害が生じたような場合には、政府指針の内容が取締役の善管注意義
務違反の判断要素として重視される可能性がある。このような意味から企業には反社会的
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勢力との一切の関係遮断をなすべき法的義務52が課されたといっても過言ではないとの意
見もある53。 
金融庁の監督指針54の「主要行等向けの総合的な監督指針 III －１－２－１」においても、
経営管理で反社会的勢力対応どのように求めているのか確認してみると、政府指針を踏ま
えて監督指針では、金融機関が反社対応にかかる態勢整備を内部統制システムに組み込ん
でいるかを着眼していることを明確にしている点がわかる55。さらに暴力団排除条例が各都
道府県に導入されたこともあり、反社会的勢力対応の態勢を内部統制システムとして位置
づける必要性ついては、一般の事業会社においてもかなり浸透しつつあるとも考えられる
が56、特に金融機関においては、会社法上の内部統制構築義務(会社法 362 条 4 項 6 号・5
項、416 条 1 項 1 号ホ・2 項)や取締役の善管注意義務(会社法 355 条、民法 644 条)・忠実
義務の範囲に含まれるのか否かは、監督指針のスタンスからも読み取れるように実質的に
はその範囲に含まれることを意識し、態勢整備を行うことが重要である。 
このように我が国の金融機関は、反社会的勢力対応の態勢整備の強化が内部統制システ
ムの構築と連動する形で求められている。マネー・ローンダリング対策や、近時ではさら
に各国の経済制裁対応も金融犯罪対策の一環として態勢整備の取組みが求められているが、
我が国においては内部統制システムの構築義務との関係では、その取組みの高度化に向け
た対策に見直すべき点があるのではないか。 
我が国の金融機関における反社会的勢力対応、マネー・ローンダリング対策、経済制裁
対応の態勢整備強化の国内的事情としては、反社会的勢力対応関連では提携ローン問題を
端緒とした態勢整備の社会的要請が強まったことや、国際的事情としては、我が国は FATF
第 3次勧告にかかる相互審査において対応不十分であるとの指摘がされ、2014年 6月 27日
に公表された FATFの我が国に対する声明も踏まえ、2014年 11月 27日に犯罪収益移転防止
法の改正されて、金融機関の顧客や取引等のリスクに応じた対応を求めるリスク・ベース・
アプローチを導入の方向性を示したこと等がある57。このため、金融機関には反社会的勢力
対応の態勢整備を推進することの他、特にマネー・ローンダリング・経済制裁に対する態
勢整備につき、より高度化に向けた取組みを行っていくことが期待されている。我が国は、
反社会的勢力対応の政府指針において、マネー・ローンダリング対策・経済制裁対応を考
慮した内容を加えることで、より内部統制システムに明確に位置づけることが可能とも考
えられ、内部統制システムの構築がさらに推進されるものと考える。 
 
（ⅳ）金融機関の態勢整備上の更なる課題 
マネー・ローンダリング対策・経済制裁対応において内部統制システムの構築で筆者が
実務的に課題と考える点について検討を行っていく。 
１．マネー・ローンダリング対策と経済制裁対応におけるデューデリデンス 
マネー・ローンダリング対応と経済制裁対応では決定的に相違する点があるが、それは、
マネー・ローンダリング対応は、疑わしい取引を事後的に検知することが求められている
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一方で、経済制裁対応では規制対象取引を未然に止める必要あることであり、この点に注
意が必要である。金融機関におけるマネー・ローンダリング対策としては、今後、我が国
でも本格的に導入されることになるが、リスク・ベース・アプローチに基づいた取引モニ
タリングとスクリーニングを組み合わせた対応が求められる。特に経済制裁対応では、顧
客に経済制裁対象者が存在しないか、新規取引の開始時や制裁対象者リストの更新時に確
認するのみならず、送金取引58での顧客の取引先等が経済制裁対象者ではないことを、取引
の成立前に確認することが必要である。このため、金融機関実務においては、システム等
を用いて経済制裁対象者のスクリーニングを実施しているものと考えられる。事後的に疑
わしい取引を検知することを目的とする取引モニタリングを相違し、経済制裁対応では取
引の成立前にスクリーニング実施し、該当する取引を排除する必要がある。この経済制裁
のリストの中には59、一部我が国の暴力団関係者が存在しており注意が必要であるが、たい
ていの金融機関では既に反社会的勢力データベースの整備し、事前スクリーニングを実施
していることから、対応可能であるものと考えられる。経済制裁対応は国家の安全保障政
策や外交政策の一環でもあることから、各国の規制当局のみならず、時には司法当局によ
って厳格な対応を迫られることもあり得る。確実に制裁対象者との取引を排除するために
は、制裁対象者名のみならず、キーワードでもスクリーニングする等の工夫も考えられる
が実務上容易なことではない。 
さらに経済制裁対象者のリストスクリーニング60で仮に該当懸念があった場合に、本人識
別は、実務上、暴力団等の識別以上に高い困難性が存在すると考える。また、本人懸念が
ある場合の対応として資金凍結の対応が米国法をもとに検討される場合(域外適用の検討)、
我が国の金融取引の法的安定性の観点からも苦慮場面が想定される61。この点につき、我が
国の金融機関実務において、実務上の運用につき各金融機関の対応に差異が生じることは
あまり好ましいことではない。そのため運用基準として各業界団体の全国銀行協会や生命
保険協会等において、一定の基準策定を行うことも必要ではないであろうか。 
２． 暴力団排除条項の排除対象範囲の射程に関する現状と課題 
我が国の金融機関実務としては、一元的な反社会的勢力対応、マネー・ローンダリング
対策が求められるが、暴力団排除条項の排除対象範囲についてもマネー・ローンダリング
対策や経済制裁等を念頭に置いた検討が今後必要である。 
暴力団排除条項における排除対象者に関し、現在の全国銀行協会の暴力団排除条項参考
例等では５年規定(元暴力団員の規定)や共生者 5 類型を導入がされている。さらに振り込
め詐欺集団等は、特殊知能暴力集団に該当し得るではあるが、現時点ではマネー・ローン
ダリング等の金融犯罪について手当がされているとはいえず、これらを具体的に類型化す
る必要性についても指摘がされている62。その中でも、マネー・ローンダリング対策として
暴力団排除条項の排除対象者がオバマ大統領令(以下。「暴排大統領令」)63に基づく規制対
象者との関係遮断につき、十分に対応しているともいえないため、具体的な検討が必要で
ある。このため、我が国の暴力団排除条項に基づく反社会的勢力(いわゆる暴力団員等)の
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みならず、OFACの SDNリストの該当者、それ以外の犯罪組織やテロ組織についても暴力
団排除条項への対応することも考えられる64。 
３．暴排大統領令適用ガイドライン導入と属性照会範囲の拡大の検討 
我が国の金融機関実務において、運用基準として各業界団体の全国銀行協会や生命保険
協会等において、一定の基準策定を行うことの必要性については前述したが、具体的には
どのような基準が必要か概要検討していきたい。暴排大統領令では、米国外に存在する財
産もその対象とされており、域外適用としての影響がある65。そのため、①適用される企業
範囲66、②取引の相手方や関係者が規制対象者であるかの確認方法67、③規制対象者が確認
された際の対応ルール68、を明確化するために指針として「暴排大統領令適用ガイドライン」
を策定してはどうかと考える。このガイドラインを指針として運用ルールを策定すること
で我が国の金融機関実務において統一的なマネー・ローンダリング対策が推進できるので
はないか。また、それとともに現行実務で行われている反社会的勢力の属性照会範囲の拡
大することを提案したい。反社会的勢力の属性照会においては、契約書に暴力団排除条項
が導入済みで関係遮断が可能なケースのみ、警察から属性照会の回答を得られる。OFAC
の SDNリストの該当者、それ以外の海外の犯罪組織やテロ組織についても暴力団排除条項
へ導入後に属性照会の範囲拡大することも考えられるが、その実現性はかなり難しいもの
と考えられる。そのため、まずは OFAC の SDN リストの該当者の属性確認スキームを先
行して対応することを検討してはどうであろうか。その際は「暴排大統領令適用ガイドラ
イン」等の自主ルールを遵守している場合のみ回答を得られる等、一定の内部管理態勢が
構築されていることをもって回答を得られる仕組みも考えられるところである。 
 
3.2 今後の課題  
今後の研究としては、我が国の金融機関における内部統制システム構築義務の観点から
マネー・ローンダリング対策の在り方について考察をさらに進めたい。具体的には、金融
規制に関しての域外適用や、金融規制のエンフォースメントの在り方、金融機関における
取締役の責任等をさらに検討していきたい。  
 
以上 
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脚注 
                                                   
1 グローバル・コンプライアンス研究会(2013)『体系グローバル・コンプライアンス・リス
クの現状 ―求められるわが国の対応指針―』きんざい 28頁 
ここでは最近の AML/CFT 問題は①対象の多層化、②対応すべき法令等の国際化、②政治
的リスクの増加、の主に 3つのキーワードに集約することができると指摘されている。 
2 グローバル・コンプライアンス研究会(2013)  26頁 
3警察庁刑事局組織犯罪対策部犯罪収益移転防止管理官(Japan Financial Intelligence 
Center、以降「JAFIC」という)の「犯罪収益移転防止法の概要（平成 26年 4月）」１頁 
で「マネー・ローンダリング/テロ資金供与」について定義されている。 
https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/jafic/hourei/data/filowcls20140401.pdf 
4 マネー・ローンダリング対策には、一般的にテロ資金供与対策も含んで議論されているた
め、特に注釈がない場合には「マネー・ローンダリング対策」とした場合、「AML/CFT」
を意味する場合が多い。 
5 グローバル・コンプライアンス研究会(2013)  33・34頁 
・この定義において留意すべき点として「knowingly（知りながら）」という点について、
金融機関側の AML/CFT態勢が「十分であったか、なかったか」、管理責任を問われる立場
にある役職員もしくは組織が「知っていたのか、知らなかったのか」という争点になる可
能性がある。 
6 JAFIC「犯罪収益移転防止法の概要（平成 26年 4月）」１頁
https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/jafic/hourei/data/filowcls20140401.pdf 
7山崎千春/鈴木仁史(2013)『改正犯収法と金融犯罪対策』きんざい 2頁 
8 http://www.npa.go.jp/hakusyo/h26/index.html 
9保険監督者国際機構 (IAIS)の ICP におけるマネー・ローンダリング対策は、ICP 
22(Anti-Money Laundering and Combating the Financing of Terrorism)において、定め
られている。これは、FATFによる勧告と整合性を保たれたものとなっている。この内容は
2013 年 6 月に改正された内容である(ICP22 の改訂の際に「マネー・ローンダリングおよ
びテロ資金供与対策に関する適用文書」が同時に公表され、ICP22の補足を行っている。)。 
・ICP22 Anti‐Money Laundering and Combating the Financing Terrorism 
The supervisor requires and intermediaries to take effective measures to combat money 
laundering and the financing of terrorism. In addition, the supervisor takes effective 
measures to combat money laundering and the financing of terrorism. 
次のような仮訳内容となる。「ICP22  マネー・ローンダリング対策およびテロ資金供与対
策  監督者は、保険会社および仲介人がマネー・ローンダリングおよびテロ資金供与に
対する効果的な措置を講じるように要求する。さらに、監督者は、マネー・ローダリング
およびテロ資金供与に対する効果的な措置を講じる。」 
 
10金融活動作業部会(FATF：Financial Action Task Force)  http://www.fatf-gafi.org/ 
FATFは、パリの経済協力開発機構(OECD：Organizaton for Economic Cooperation and 
Development)と同じビルに事務局を置いている。FATF の主な活動内容としては次の 4 つ
があるものと考えられる。 
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① マネー・ローンダリング対策およびテロ資金供与に関する国際基準「FATF 勧告」の
策定および見直し 
② FATF参加国・地域相互間における FATF勧告の遵守状況の監視(相互審査) 
③ FATF非参加国・地域における FATF勧告遵守の推奨 
④ マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与の手口および傾向に関する研究と公表 
11 2015年 6月現在 34の国・地域および 2つの国際機関が参加している。 
http://www.fatf-gafi.org/pages/aboutus/membersandobservers/ 
12 安冨潔(2014)「「マネー・ローンダリング対策等に関する懇談会報告書」を読む」『銀行
法務 21 No.778(2014年 10月号)』経済法令研究会 
13 その他、FATF勧告は、国際基準とすることが 2005年 7月に安全保障理事会決議 1617
号でも決められている。 
14西村あさひ法律事務所編(2009)『最新金融レギュレーション』商事法務 243・244頁 
15藤田勉(2015) 228・229頁 
16 銀行秘密法(Bank Secrecy Act)は、金融機関に通貨取引報告や疑わしい取引の報告をする
ことの義務づけることを主な内容としている。 
17 マネー・ローンダリング規制法(Money Laundering Control Act)は、犯罪による不法収
益の費消や移転を連邦法上重罪として規定している。 
グローバル・コンプライアンス研究会(2013)  84頁 
18 米国愛国者法(USA Patriot Act)は、「Uniting and Strenghthening America by 
Providing Appropriate Tools Required to Intercept and Obstruct Act of 2001」の各単語の
頭文字をとったものである。 
19 グローバル・コンプライアンス研究会(2013) 84頁 
20 米国愛国者法の第 3章では「国際マネー・ローンダリングの阻止及びテロリストへの資
金供与防止のための 2001年法」を定めている。 
21 グローバル・コンプライアンス研究会(2013) 84頁・藤田勉(2015) 229頁 
22藤田勉(2015) 229頁 
23藤田勉(2015) 230頁 
24 U.S Department of TreasuryHP 
http://www.treasury.gov/resource-center/sanctions/Programs/Pages/Programs.aspx 
25藤田勉(2015) 230・231頁 
26 米国の金融犯罪・詐欺に対する法規制違反の罰則としては、行政罰(行政手続き・
administrative penalty)、民事制裁金(民事手続き・civil penalty)、刑事罰(criminal penalty)
がある。 
藤田勉(2015) 220頁を参考にして筆者による一部変更 
27藤田勉(2015) 205頁 
28藤田勉(2015) 205頁 
29 BIS「Triennial Central Bank Survey Forign exchange turnover in April 2013：
preliminary global results」September,2013,p.10 
30米国の国家安全保障戦略の一環の包括的関与アプローチの中で、「経済と金融取引」「イン
テリジェンスと法執行」という中間的なパワー(外交と開発援助というソフトパワーと、軍
事力というハードパワーの間のグレーゾーンで適用される)を行使の具体的な中身として、
「AML/CFTのための国際的枠組みである FATFへの積極的関与」・「租税回避の防止とタ
ックス・ヘイブン対策のための外国税務コンプライアンス法(FATCA)」の国際的適用があ
るとされている。また、外国腐敗行為防止法(FCPA)の施行の厳格化により、法の統治とガ
バナンスを、途上国政府を含むグローバルなビジネス慣行に及ぼす試みを続けている。そ
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して、外国企業に対する独占禁止法(Anti-Trust)の厳格適用を通じて、経済取引の透明化を
追求しているとされる。 
グローバル・コンプライアンス研究会(2013) 6頁 
31 例えば、米国 OFACのオバマ大統領令(2011年 7月)で、当該規制に違反した場合は、行
政罰として 250,000ドル又は規制対象となった取引額の 2倍のいずれか大きい金額以下の
民事制裁金、刑事罰として 1,000,000ドル以下の罰金若しくは 20年以下の自由刑又はその
双方が課せられる可能性がある。 
32藤田勉(2015) 205・206頁 
33 詳細は、JAFIC「犯罪収益移転防止法の概要（平成 26年 4月）」5頁に変遷が纏められ
ている。 
34西村あさひ法律事務所編(2009) 244頁 
35 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 
36 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hanzai/dai9/9siryou8_2.pdf 
37 http://www.fsa.go.jp/news/19/20080326-3.html 
38平成 4年制定の暴力団対策法による暴力団規制や政府指針による企業を対象とする活動か
らの暴力団排除等は、一定の効果を得たと考えられるが、さらなる反社排除には社会全体
での関係遮断を進める手法として、暴力団排除条例が各都道府県で制定されていった。 
暴力団排除条例の特色としては、①各地域における暴力団対策の多様性に応じた柔軟な対
策がとれる点、②暴力団対策を企業だけでなく、地域社会全体の責務とする点、③悪質な
行為に対しては強制力(制裁)をもって対処する点を挙げることができる。 
犬塚浩/加藤公司/尾崎毅[編著](2014)『暴力団排除条例と実務対応―東京都暴力団排除条例
と業界別実践指針』青林書院 4・5頁 
39 http://www.fsa.go.jp/news/25/20140604-1.html 
40國吉雅男(2014)「提携ローン問題等を踏まえた金融機関に求められる反社対応に係る態勢
整備上の留意点―平成 25年 12月 26日付「反社会的勢力との関係遮断に向けた取組の推進
について」および平成 26年 2月 25日公表の改正監督指針案の解説ならびに具体的論点の
検討―」『金融法務事情 No.1991(2014年 4月 10日号)』金融財政事情研究会 
41 http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20121128-2/01.pdf 
42鈴木仁史/山崎千春(2010)「「反社」と「マネロン」統一的な内部統制構築に向けて（上・
下）」『金融財政事情 (2010年 9月 27日号・2010年 10月 4日号)』金融財政事情研究会  
43中野浩一(2014)「金融機関における反社会的勢力、マネー・ローンダリング(資金洗浄)へ
の対応―金融モニタリングレポートの公表を受けて―」『金融法務事情 No.1999(2014年 8
月 10日号)』金融財政事情研究会 
44白井真人/渡邉雅之(2013)『マネー・ローンダリング対策ガイドブック 改正犯罪収益移転
防止法・ＦＡＴＦ勧告への実務対応』レクシスネクシス・ジャパン 16・17頁 
45 2012年 7月 16日に米上院国土安全保障・政府問題委員会の常設調査小委員会(議長：レ
ビン上院議員)が過去 10年の資金洗浄問題を取り上げた 335ページの報告書(U.S. 
Vulnerabilities to Money Laundering, Drug, and Terrorist Financing：HSBC Case 
History)を公表し、公聴会で経営陣を追及した。その報告書には HSBCが行っていたメキ
シコ、イラン関連の取引実態と、その対応が記載されていますが、その中で北陸銀行の中
古車取引にかかる多額のドル建てのトラベラーズチェック決済について触れられている。 
46 国際的な規制と国内規制の交錯による複雑化 
47 グローバル・コンプライアンス研究会(2013)  28・29頁 
48 金融機関のマネー・ローンダリング対策に関し、犯罪収益移転防止法の FATF基準への
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キャッチアップを目的として 2013年 6月から 12月まで開催された。 
49犯罪対策閣僚会議幹事会の申し合わせとして、平成 19年 6月 19日に「政府指針」が公
表されている。 
50 政府指針中、「３内部統制システムと反社会的勢力による被害防止との関係」
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hanzai/dai9/9siryou8_2.pdf 
51 政府指針解説中、「(１)本指針の対象や法的性質」に以下の記載がある。「本指針は、あ
らゆる企業を対象として、反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体
的な対応を定めたものであり、法的拘束力はない。したがって、本指針の内容を完全に実
施しなかったからといって、直ちに、罰則等の何らかの不利益が、与えられるものではな
い。また、中小企業や零細企業においては、これらの内容を忠実に実施することは困難を
伴うため、適宜、企業規模に応じて、指針の５つの基本原則を中心とした適切な対応をす
ることが大切である。」http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hanzai/pc/070427bessi2.pdf 
52 取締役の善管注意義務が認められた判例としては、蛇の目ミシン工業株主代表訴訟判決
（最二小判平 18.4.10判時 1936号 27頁）がある。 
53鈴木仁史/山崎勇人(2008)「金融機関の取引約款への暴力団排除条項の導入『金融法務事情 
No.1849(2008年 10月 25日号)』金融財政事情研究会 13頁以下。 
54 ここでは、それぞれの監督指針における「監査役設置会社」を前提に考察を進めていく。 
55「主要行等向けの総合的な監督指針 III －１－２－１」中の「(2)取締役及び取締役会」で
は「取締役会は、政府指針を踏まえた基本方針を決定し、それを実現するための体制を整
備するとともに、定期的にその有効性を検証するなど、法令等遵守・リスク管理事項とし
て、反社会的勢力による被害の防止を内部統制システムに明確に位置付けているか。」と
明確に記載がある。 
56 日本取引所グループ「コーポレート・ガバナンスに関する報告書の記載要領」(2015年 6
月版、15・16頁)においても反社排除の基本的な考え方等の記載がある。 
http://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/tvdivq0000008j85-att/tvdivq000000uvc4.pdf 
57 リスク・ベース・アプローチの導入によって、金融機関自らのリスク評価に基づく対策
を検討する必要がある。 
58 特に米国への送金に注意が必要である。 
59OFAC の SDNリストや我が国の外為法上の資産凍結等経済制裁対象者等が考えられる。 
60 そもそも、経済制裁対象者のリストスクリーニングの前提となるリストとしては、OFAC
の SDN リスト上には、登録名はローマ字表記であるため、仮に日本人等をスクリーングす
るためには我が国の各金融機関ではデータベース上、仮名もしくは漢字表記名への変換を
行っているケースも多いと考えられる。具体的には、暴力団に関係する個人名または団体
名が登録される場合がこのケースに当たる。 
61 ・例えば、保険契約において資金凍結対象者が契約者であった場合、我が国の対象者は
たいていは、暴力団幹部のため、保険契約における重大事由解除が行われることが推測さ
れるが、その際に解除に伴う保険料等返金が生じることも考えられ、米国法では資金凍結
が求められるが、我が国の法的検討の中では資金凍結の根拠がない場合もあり、米国政府
との連携等も踏まえ、どのように対処すべきか慎重に検討する必要がある。 
・西村あさひ法律事務所の 2015年 7月版「危機管理ニューズレター」では、「Ⅱ.国際犯罪
組織の資金凍結に関する米国大統領令(執筆者：仁平隆文)」の中で、米国の情報公開法に基
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づき入手された資料からの報道として、富士火災海上保険(日本企業ではあるが米国の AIG
を親会社としている)によって保険契約 2件が解約され、保険料(1,139ドル)が凍結された例
等が紹介されている。 
62鈴木仁史(2013)「犯収法の改正を踏まえた反社会的勢力対策―金融犯罪対策の観点から―」
『金融法務事情 No.1966(2013年 3月 25日号)』金融財政事情研究会 
63平成２３年７月２５日に「国際的組織犯罪に対する戦略」の米国大統領令を発表するとと
もに TCO(Transnational Criminal Organization)と呼ばれる国際犯罪組織に金融制裁を科
す大統領令(オバマ大統領令)に署名した。 
64高橋大祐/丸山真司/渡邉瑞(2013)「グローバル時代の反社会的勢力対応(下)―「グローバル
暴力団排除条項」の導入に向けて」『NBL No.993(2013年 1月 15日号)』商事法務 
65 規制対象資産は、①米国に存在する資産、②米国籍を有する者、永住外国人、米国法に
基づいて組織された団体(海外支店を含む)又は米国に存在する自然人若しくは団体が保有
する資産で、規制対象者が保有する資産については、移転、支払、輸出、払戻し等が禁止
されている。また、規制対象者に対して資金、物資又はサービスを提供すること、規制対
象者から資金、物資又はサービスを受領することも禁止されている。 
66例えば、米国企業の日本子会社がある場合で、その日本子会社は国内展開のみしているケ
ース等、どの範囲まで暴排大統領令適用し遵守すべきかを明確にすることが考えられる。 
67 例えば、法人では法人名・法人代表者のスクリーニングのみで十分であるか、また、規
制対象者が直接・間接に 50％以上の株式等の持ち分を保有しているかの具体的な確認方法
を明確にすることが考えられる。 
68 仮に規制対象者との取引が確認された際の具体的な日米政府等への連絡方法等を明確に
することが考えられる。 
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